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中国（上海）自由貿易試験区が

発足 
国務院は中国（上海）自由貿易試験区（以下“自由貿易試験区”）のフレーム
ワークプランを公布した。自由貿易試験区は、2013 年 9月 29 日に正式に発足す
る。 

 

今回の自由貿易試験区の設置が中国経済へ与える潜在的な影響は、1980 年に鄧
小平が深圳経済特区を設置した措置に匹敵すると言われている。自由貿易試験

区においては、徹底的な経済改革を行い、更なる経済開放を推し進め、経済の
均衡を図ることが期待されている。一連の改革措置はまず区内で試験的に実施
され、もし成功すれば、全国で実施される予定である。今回の試験の結果は、
各自由貿易協定の交渉における中国のポジションを決めることにもなるであろ

う。 

 

深圳経済特区及びその他の特別な経済区域においては、所得税、関税及び増値
税等の優遇政策に焦点が当てられていたが、それらとは異なり、自由貿易試験
区では、国際標準に基づく、より自由かつ開放された投資環境の創出が期待さ
れている。自由貿易試験区は、人民元の自由兌換及び金融業の対外開放の試験
地域となる予定である。また、典型的な自由貿易区と同じように、貨物を保税

状態で輸入、加工及び輸出することもできる。既に多くの外国投資者が自由貿
易試験区における改革によって機先を制しようとしているが、自由貿易試験区
に関する新規定が明らかになれば、より多くの企業がこれに続くことになるで
あろう。 

 

自由貿易試験区における新しい制度 

 

自由貿易試験区のフレームワークプランには、以下のような改革措置が含まれ
ている。 

 

 外商投資規制の大幅な緩和及び手続の簡素化：概して外国投資者は“内国
民待遇”を受けることになり、“ネガティブリスト”に列挙されている業
種以外の業種に投資できるようになる。多くの外商投資に関する事前認可
制度も取り消され、代わりに届出制度が実施される。また、外国投資者は

徐々に 6 つの現代的サービス業分野に投資ができるようになる見込みであ
る。これらの分野には、金融サービス、海運サービス、商業貿易サービ
ス、専門サービス、文化サービス及び公共サービスが含まれる。 

 

 一部の国内投資者に対する事前認可制度の取消：自由貿易試験区内の国内
投資者が上海市の審査認可権限内の国外投資を実行する場合も、現行の事
前認可制度に代わり、届出管理が実施される。 

 

 自由貿易試験区を国際貿易、海運及び物流センターとするための措置：国
際的に認められるベストプラクティスを参考として、関連する税関手続の
整備及び簡素化が図られる。 
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 自由貿易試験区の国際金融センター化：全面的な金融システムの改革には、金利の自由化及び人民元の自由兌換
が含まれる。特定の金融商品（特に大口商品、海運及び貿易に関連するもの）の発展、グローバル又は地域性の
決済センター、資金管理センターの設立、ファンドマネジメントビジネス等が奨励される。 
 

 競争力のある租税政策：自由貿易試験区における中心的な政策ではないが、競争力のある租税政策の導入が期待
される。 

 

 自由貿易試験区の目標を実現するための現行法律制度の調整：自由貿易試験区は上海市政府により管理される。
自由貿易試験区の政策目標に抵触する関連法規は一時的に停止される。また、自由貿易試験区の管理に関する法
規が新たに制定される予定である。 

 
自由貿易試験区の影響に関する予測と関連の改革措置の内容は、添付の通りである。 

 

コメント 
 
今回の自由貿易試験区の発足に関し、中国政府は“ゲームのルールの変更”を意図しているようである。予定されて
いる改革は根本的なものであり、大きな影響を及ぼすものである。もしこれらの改革が将来、全国で実施されること
になれば、外国企業にとって中国での投資環境が劇的に変わることになるであろう。今回の改革が自由貿易試験区に
おいて成果を上げ、最終的に全国で実施されることになるか否かはまだわからないが、中国政府は確固として改革を
推進するとしていることから、自由貿易試験区は、中国の経済発展における新たな時代の幕開けを示すことになるか

もしれない。 
 

多くの改革措置の詳細はまだ明らかにされておらず、一部の政策については徐々に実施される可能性がある。多くの

投資者はこの段階で、どのようなアクションをとるべきかと考えているであろう。この点について、潜在的な投資者
に対する政府のアプローチは、従前とは異なるようである。 
 

 従前のアプローチ – まず政府がルールを制定し、投資者はそのルールに従い、かつその枠組みの中でビジネスモ

デルを組み立ててきた。 
 

 予想されるアプローチ – 政府は“ビジネスに有利”で、“マーケット指向”の理念に沿ったルール作りをするも
のと考えられる。政府は投資者と、どのようなビジネスモデルが必要か、どのような措置が投資者や業界にメリ
ットをもたらすか、中国にとっての利益は何かといったテーマについて意見交換するとともに、積極的に建設的
な議論を行うことを歓迎している。 

 

これらのことから、投資の意向がある投資者は、計画されている投資及びビジネスモデルについて、政府関連部門と
議論をすべきであると考えられる。 

 

 

添付１：自由貿易試験区の影響予測 
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* 現行制度の下では、一般的に外資企業より内資企業の方が会社設立及び経営コンプライアンスに関する規制が緩やかであるため、今回の改

革によって、内資企業より外資企業の方がより大きなベネフィットを得ると言える。 

 

 

 



添付２： 
 

投資規制に関する改革 
 
外商投資：国内投資 
 

 
審査認可を一時的に停止し、届出制度を実施する項目 

外商独資企業 
 設立 
 分割、合併及びその他の重要事項の変更 
 経営期間 

中外合資経営企業 
 設立 (合弁契約及び定款を含む) 

 合弁経営期間の延長 
 解散 

中外合作経営企業 

 設立 (合作契約及び定款を含む) 
 合作契約及び定款の重大な変更 
 合作契約上の権利、義務の譲渡 
 経営管理の他者への委託 

 合作経営期間の延長 

 
サービス業の開放 
 

 自由貿易試験区の発足後、直ちに実施され
る政策 

自由貿易試験区の発足後、徐々に実施され
る政策 

金融サービス 

 外資による健康医療保険機関の設立が
認められる 

 ファイナンスリース会社が区内に特別
目的会社（単一の飛行機若しくは船舶
に係る子会社）を設立する場合の最低
登録資本金に関する規制が取り消され

る 
 ファイナンスリース会社が主要業務に

関連する商業ファクタリング業務を兼
営することが認められる 

 条件に合致する外資金融機関が（全額
出資）外資銀行、中外合弁銀行を設立
すること、及びライセンスの限定され
た銀行を設立することが認められる 

 区内の条件に合致する中資銀行がオフ
ショア業務に従事することが認められ

る 

海運サービス 

 中資会社が外国の船舶を保有又は持株
形態により保有し、中国国内沿岸港及
び上海港の間で外国貿易輸出入コンテ

ナに係る付随業務を行うことが認めら
れる 

 外商独資国際船舶管理企業の設立が認
められる 

 国際船舶運輸企業の外資出資比率に関
する規制を緩和する 

商業貿易サービス 

 外資企業がゲーム及び遊戯設備の生産
及び販売に従事することが認められる 
 

 外資企業が一定の形式で付加価値通信
事業を経営することが認められる 

 条件に合致する外資企業が区内におい

て、オークション事業に従事すること
が認められる 

専門サービス 

 外国投資者による信用調査会社の設立
が認められる 

 株式制の外商投資性公司の設立が認め
られる 

 条件に合致する区内に登録されている
中外合弁旅行会社が、台湾地域以外の
国外旅行業務に従事することが認めら
れる 

 中外合弁、外資人材仲介会社の持株比
率及び最低登録資本金等に係る一部の
制限が緩和される 

 中国弁護士事務所と外国弁護士事務所
の業務提携の方式及び仕組みを検討す
る 



 
サービス業の開放(続) 
 

 
自由貿易試験区の発足後、直ちに実施され
る政策 

自由貿易試験区の発足後、徐々に実施され
る政策 

専門サービス 

 

 自由貿易試験区内にあり、上海でサー
ビスを提供する外資工事設計企業（工
事調査を除く）が初めて資格申請を行
う際の、投資者の工事設計の実績に関
する要求を取り消す 

 自由貿易試験区内にある外商独資建築
会社が上海で中外共同建設プロジェク

トを請け負う際、プロジェクトの中外
投資比率に関する制限を受けない 

 

 

文化サービス 

 
 外商独資演出仲介企業の設立が認めら

れる 
 外商独資娯楽施設の設立が認められる 

 

公共サービス 

 
 中外合作経営教育研修機関の設立が認

められる 
 中外合作経営職業技能研修機関の設立

が認められる 
 外商独資医療機関の設立が認められる 

 

 

 
国外投資 
 
 

審査認可を取り消し、届出制度を実施する 

自由貿易試験区から国
外へ投資する企業 

 
 上海市政府の権限内の 
 国外投資プロジェクト、国外での企業設立については、届出管理制度を実施する 

 
その他 
 
 

試験内容 

工商行政管理  

 登録資本金について、払込制から登記制へ変更する (最低登録資本金が引き下げら
れるか、もしくは当該規制が取り消される可能性がある)   

 工商登記制度を改革し、より効率的な工商登記サービスシステムを構築する 
 工商登記の登録と経営項目の審査認可を分離する 

 企業の年度検査制度を改革する 

 

 

 

 



自由貿易試験区の貿易、海運、物流業に関する改革 
 

 
試験内容 

税関 

 国外内の高技術、高付加価値のメンテナンス業務を試験導入する 
 クロスボーダー電子ビジネスサービスの機能を強化し、適切な税関管理、検査検

疫、税金還付、クロスボーダー決済、物流等のサポートシステムを試験的に構築す
る  

 企業が輸入船積書類により貨物を区内へ直接搬入することを認め、輸入貨物届出リ
ストにより申告手続を行う 

 国際中継、コンテナ混載及び配送業務に係る輸出入手続を簡素化する 
 試験区内外の特定地域において、保税展示取引プラットフォームを設立することが

認められる 

 試験区での統一的な電子フェンス管理を検討する 

検査検疫 

 第三者機関による検査結果が認められる 
 輸入貨物の事前検査及び照合、輸出入貨物の検査検疫登録、輸入消費品の検査管

理、輸出入工業製品に対する“迅速な検査及び通関”等、スピーディーな管理措置
を実施する 

海運 

 中継コンテナ混載業務を促進する 
 海運金融、国際船舶運輸、国際船舶管理、国際海運仲介等の産業を積極的に発展さ

せる 
 浦東空港における国際中継貨物運輸便の増便を支持する  

 

金融分野の改革 
 

 試験内容 

通貨政策 

 リスク統制が可能な前提で、区内の人民元資本項目の兌換を実現する  

 人民元のクロスボーダー使用制度を改革する 
 区内において金融市場の金利自由化を実現し、金融機関は市場に基づき金融資産の

価格を決定する  
 外貨管理制度を適切に調整し、貿易、投資及び融資の利便性向上を実現する 

先物及びデリバティブ  

 先物の保税決済の試験を整備し、倉荷証券を担保とする融資機能を拡大する 

 国外企業が商品先物取引に参加することを徐々に認める 
 海運運賃指数デリバティブ取引を発展させる 
 金融市場商品のイノベーションを奨励する 

保険  人民元によるクロスボーダー再保険業務を支持する 

取引プラットフォーム 

 金融市場が区内に国際取引プラットフォームを設置することが認められる 
 区内において、国際大口商品取引及び資源配置のプラットフォームを設置する  
 持分エスクロー機関が区内において、総合金融サービスのプラットフォームを設置

する 

持分投資 
 国外への持分投資に専門的に従事するプロジェクト会社を区内に設立することが奨

励される 
 国外で持分投資を行うためのファンド・オブ・ファンズの設立を支持する 

 
 
 



金融分野の改革（続） 
 

 試験内容 

地域統括機能 
 サービス貿易及び一般貿易の外貨受払用専用口座の機能を拡大させるとともに、融

資機能を拡大する 
 多国籍企業によるグローバル又は地域性の資金管理センターの設立を促進する 
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